





















Raising and solving the issues of “ICT in education” in Japan viewed from learning theory















































の小中学校全生徒に配備（2015年）」と記載され，平成 22年 8月 26日に文部科学省発行の「教














だ市販はされていない。また一方で 2011（平成 22）年 5月に，この導入の流れを推進するデジ


















Interactive White Board: IWB），デジタルカメラ等の一般に使われることが多い「ICT機器」と
いう用語の代わりに，より広い意味を含めるために，「ICTメディア」という言葉を使っている。






































































































































































































その後，1987（昭和 62）年 4月 1日第三次答申，1987（昭和 62）年 8月 7日第四次答申（最
終答申）が提言された。そして，これらに基づいて，文部科学省は，1991（平成 3）年，「情報教
育に関する手引」を発行している。





















その後，1997（平成 9）年 10月 3日，「情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教




























































































4.4.  教員の管理における PDCAサイクル











 （東京都教育委員会，2008c，p. 15）（東京都教育委員会，2010，p. 15）（下線は筆者による）
図 2
50 学習論からみた日本の「教育の情報化」における問題の提起とその解決の検討


















































5.1.  「伝達モデル」としての Shannonのとらえ方
情報は，もともとは何かの「知らせ」の意味，あるいは，軍事における「諜報」に近い意味で
使われてきたという。1948年，Claude E. Shannonと Norbert Wienerにより，情報とコミュニ
ケーションにかかわる理論が提起された。
Shannon（1948）は，情報の「符号化（コーディング，coding）」の問題を契機に，下の図 3









































たとえば，Wiener の研究コミュニティである目的論学会（the Teleological Society）には，現
























George A. Miller，Eugene Galanter，そして Karl H. Pribramは，PDCAサイクルの P（Plan，
計画，ここではプランと読みかえる。）について，心理学（今日の認知心理学・認知科学の情報処
























































Andrew N. MeltzoffとM. Keith Moore（1977）は，幼児が親の舌だし行動を見て，それを模倣
することを報告した。これが模倣であるかどうかは現在，議論の分かれるところではあるが非常
に原初的なコミュニケーションであるといえよう。










動機づけられているという。以下の図 6は，Tomasello, M., Carpenter, M., Call, J., Behne, T., & 
































































































Jean Laveと Etienne Wengerは，「正統的周辺参加論（Legitimate Peripheral Participation: 
LPP）」（Lave and Wenger, 1991）を提唱した。この考え方では，学ぶとは，社会的な「実践のコ































































































































とえば，管理者側の COPから教員の COPへ，教員の COPから児童・生徒の COPと，それぞれ
の COPの状況が可視化されないまま「伝達モデル」と「制御モデル」が適用される場合は不具
合が生じる。



























































































 2 経済審議会とは，1952（昭和 27）年創設された，内閣総理大臣の諮問に応じ，長期経済計画の策定な
ど経済に関する重要な政策・計画につき調査・審議する，経済企画庁に置かれる機関である。また，経
済企画庁とは，2001（平成 13）年 1月 5日まで存在した日本の中央省庁の一つである。総理府の外局
として設置され，長期経済計画の策定，各省庁間の経済政策の調整，内外の経済動向に関する調査・
分析，国民所得の調査等を所掌した。
 3 臨時教育審議会とは，1984（昭和 59）年に「臨時教育審議会設置法案」に基づき設置された内閣総理
大臣（当時の中曽根康弘首相）の私的諮問機関である。
 4 中央教育審議会とは，文部科学省に置かれている審議会であるが，2001（平成 13）年の中央省庁再編
の前後とでは組織が異なっている。ここでの中央教育審議会とは，1952（昭和 27）年に，当時の文部
省によって設置された審議会である。
 5 たとえば，杉本（2008）によると，“Letter from Wiener to Rosenbluth, Jan. 24, 1945”, Box 4, Folder 
67, MC22, MIT Special Collection. に記載されているというが，筆者は確認していない。
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